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北海道における失業・不安定就業問題（Ⅳ)

指定管理者分野における雇用・労働

川 村 雅 則

は じ め に

本稿は，指定管理者制度が導入された公の

施設を対象に行った，雇用・労働を中心とす

る調査の結果をまとめたものである。

「官」の領域で働く貧困層，いわゆる官製

ワーキングプアが増大している。官製ワーキ

ングプアは，国や自治体に直接雇用（任用）

されている非正規公務員と，公務分野がアウ

トソーシングされた領域で働く人々とに大き

くわかれる。

後者のアウトソーシングの手法は，民営化，

民間委託，独立行政法人化，公営企業等の売

却・譲渡，PFIなど様々であるが，本稿で

は，指定管理者制度を取り扱う 。

なお，民間委託分野の雇用・労働について

は，清掃事業を対象に川村（2011）にすでに

中間報告的なものをまとめているが，その後

に入手した資料を参考資料として本稿に掲載

しておく。

「構造改革」が「官」の領域においても強

力に推進されてきた。八代（2005）によれば，

「官製市場」とは，総合規制改革会議第３次

答申（2003年12月）で初めて定義された概

念であるという。

「官民の役割分担の再構築」を主張する同

答申によれば，「規制改革」・民間開放を通じ

て，「①事業者間の市場競争を通じた消費者

の多様なサービス選択による質の向上，②新

規事業者の参入による雇用機会の拡大，③財

政の制約無しに専門的なサービス産業の発展，

等が期待される」という。

本稿でみる指定管理者制度 については，

それよりも以前から，総合規制改革会議や地

方分権改革推進会議等でその必要性が指摘さ

れ，2003年の地方自治法の一部改正によっ

て導入された（表０－１）。その目的は，「多

様化する住民ニーズにより効果的，効率的に

対応するため，公の施設の管理に民間の能力

を活用しつつ，住民サービスの向上を図ると

ともに，経費の節減等を図ること」にあっ

たとされる。

従来の管理委託制度と比べての相違点は，

第一に，管理委託制度では，特定の業務が実

施されるものであって，施設の管理権限や責

任は設置者である自治体が有していたのに対

して，指定管理者制度では，施設全般の管理

― ―77

2 指定管理者制度の内容等については，成田

（2009）を参照。法律的には行政処分であるが，

民間委託と同様の問題をはらむと本稿ではとらえ，

とくに区別はしていない。

3 総務省自治行政局長「地方自治法の一部を改正

する法律の公布について（通知）」2003年７月17

日。

1 非正規公務員の実態については，労働組合と共

同で実施した調査結果をとりまとめた，日本労働

組合総連合会北海道連合会（略称，連合北海道）

（2009）を参照されたい。全国的な調査としては，

全日本自治団体労働組合（2009）などを参照。



を包括的に行い，行政処分に該当する使用の

許可も行うことができるようになったこと。

第二に，従来は，自治体による出資法人，

公共団体，公共的団体のみにしか認められて

いなかった施設の管理業務が，制度の導入に

よって，株式会社やNPO法人など民間業者

にもひろく開放されたことなどがあげられる。

もっとも、多様化する住民ニーズへの効果

的・効率的な対応や民間ノウハウの活用など

が掲げられているものの，それ以上に，表

０－２のような官民のコスト格差 の解消，

民間活用によるコストの低減があったと思わ

れる。

改正地方自治法が施行され，従来の管理委

託制度が経過措置として認められていた期限

も終了し，いまや多くの自治体の施設で指定

管理者制度が導入されている。総務省の調

べ では，同制度を導入した施設は全国で７

万件に達し，また，約３割（29.3％）の施設

で民間企業等が指定管理者になっているとい

う。

指定管理を含めて，進む「官から民へ」の

検証に際しては，公共サービスの質や安全あ

るいは住民の利用権が損なわれることはない

か，また住民による監視・統制機能は低下し

ないかなど，幾つかの観点からの検証が可能

であるし，また必要でもあるだろう（例えば

ふじみ野市のプール事故は，委託費水準や管

理体制のあり方と公共サービスの質や安全性

の問題を問うたものとして記憶に新しい）。

本稿の主たる関心事は，そこで働く人々の

雇用や賃金・労働条件（以下，労働条件）で
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表０－１ 指定管理者制度の導入の経緯

・総合規制改革会議「中間とりまとめ―経済活性

化のために重点的に推進すべき規制改革」

（2002年７月23日）中の「「公の施設」の受託

管理者の拡大」

・総務省「制度・政策改革ビジョン」（同年８月

28日）

・地方分権改革推進会議「事務・事業の在り方に

関する意見―自主・自立の地域社会をめざし

て」（同年10月30日）中の「地方自治法第

244条の２に基づく公の施設の管理受託者の範

囲の拡大」

・総合規制改革会議「規制改革の推進に関する第

２次答申―経済活性化のために重点的に推進す

べき規制改革」（同年12月12日）中の「民間

参入の拡大による官製市場の見直し」

成田（2009）より。

表０－２ 官民のコスト比較

①ごみ収集，学校給食などの民間委託：

一般管理運営費は，直営100に対し民間

35.0％

施設の運営管理費は，直営100に対し民間

59.5％

② PFI事業：

建設費は，直営100に対し民間75.8％

運営管理費は，直営100に対し民間52.7％

③アウトソーシングは，直営100に対し民間

61.4％

④指定管理者制度は，直営100に対し民間

84.7％

坂田（2006）より。

4 坂田（2006）。なお，民間委託等に比べると，

指定管理者制度でのコスト低減率が小さい理由に

ついては，「ほとんどが施設であり，すでにこれ

までに正規職員でなく非常勤職員，パート，アル

バイト等を多様するなどコスト低減の方策がかな

りとられていたことなどが大きいと思われる」

（p20）と説明されている。また同書では，指定

管理者制度の導入でコストは「実質的には公営の

ほぼ半分以下」になるという。以上をふまえると，

指定管理者制度が導入されている／いないに関わ

らず，公の施設における雇用・労働の検証が必要

である，ともいえる。

5 2009年４月１日時点で，指定管理者制度が導入

されている施設は70,022施設で，2006年の調査

時点から比べて8,457施設増加している。総務省

「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関す

る調査結果」2009年10月23日発表（http://www.

soumu.go.jp/main content/000041705.pdf）。
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ある。アウトソーシング先の労働条件は果た

してどうなっているのか，ということである。

象徴的なケースとしてあげられるのは，低入

札競争のもとでの賃金切り下げで，市の委託

清掃事業で働きながら生活保護を受給するに

至った大阪の労働者の事例だが，そうした問

題は程度の差はあっても確実にひろがってい

る 。

政府も，こうした事態を鑑み，この指定管

理者制度についての懸念を表明し ，片山総

務大臣（当時）は，同制度が「コストカット

を目的として，結果として官製ワーキングプ

アというものを随分生んでしまっている」こ

とへの反省を語っている 。

もっとも，同通知が「本制度は，その導入

以降，公の施設の管理において，多様化する

住民ニーズへの効果的，効率的な対応に寄与

してきたところ」という評価を与えていると

おり，例えば，指定期間の限定（短さ) な

ど，制度そのものがはらむ問題への見直しが

行われたわけでも，労働条件に関する規制が

設けられたわけでも，ない。そもそも，同制

度のもとでの労働条件さえ把握されていない

のである。

「官」の領域で進むこうした「改革」を，

そこで働く人々の労働条件から検証してみる

という目的で，民間委託分野（清掃事業）と

指定管理者分野で働く人々に焦点をあてた調

査研究活動をゼミの学生たちと2011年に

行った 。

Ⅰ．調査の結果

１．札幌市における指定管理者施設の概要

等

公の施設とは，「住民の福祉を増進する目

的をもってその利用に供するための施設」と

定義されており，広範にわたる（表１－

１) 。
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6 官製ワーキングプア研究会（2010），城塚

（2008），藤田（2006）（2008）を参照。

7 総務省通知「指定管理者制度の運用について」

（2010年12月28日）

8「何かですね，指定管理者制度が導入されてか

ら今日までの自治体のこの制度の利用の状況を見

てみますと，コストカットのツールとして使って

きた嫌いがあります。もちろんそれは全く否定す

るものではありませんけれども，指定管理者制度

というのは，一番のねらいは，行政サービスの質

の向上にあるはずなのです。〔中略〕ところが，

そっちの方よりも，むしろ，外注することによっ

て，アウトソースすることによって，コストをい

かにカットするかというところに力点が置かれて

きたような印象を持っております。特に，私など

が懸念していますのは，本来，指定管理になじま

ないような施設についてまで，指定管理の波が押

し寄せて，現れてしまっているという。」片山総

務大臣閣議後記者会見より（2011年１月５日）。

http://www.soumu.go.jp/menu news/kaiken/

02koho01 03000154.html

9 先の総務省（2009）の調べによれば，一回の指

定期間は，「都道府県」の施設では「５年」

35.7％，「３年」57.1％で，「指定都市」の施設で

は「４年」42.4％，「５年」37.9％，「３ 年」

13.8％で，それぞれ，全体の９割超を占める。

10 若林大樹・本山栞・佐竹孝紀・藤澤理子・福嶋

夏美・石上千里・藤田響一らゼミナール に所属

する学生が中心となって作業を進めた。藤田が民

間委託分野，佐竹が指定管理者分野のチーフをつ

とめた。

11 札幌市における指定管理者制度の概要や同制度

の導入状況（施設）等については，以下を参照。

http://www.city.sapporo.jp/somu/shiteikanrisha/

また，札幌市総務局市政推進室「指定管理者制度

に関する運用ガイドライン」（以下，ガイドライ

ン）2009年２月（2011年４月一部修正）も用い

ている。

12 総務省（2009）では，⑴レクリエーション・ス

ポーツ施設：競技場，野球場，体育館，テニス

コート，プール，スキー場，ゴルフ場，海水浴場，

国民宿舎，宿泊休養施設等。⑵産業振興施設：情

報提供施設，展示場施設，見本市施設，開放型研

究施設等。⑶基盤施設：駐車場，大規模公園，水

道施設，下水道終末処理場等。⑷文教施設：県・

市民会館，文化会館，博物館，美術館，自然の家，

海・山の家等。⑸社会福祉施設：病院，老人福祉
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札幌市では，418の施設（136事業）で指

定管理者制度が導入されている（2011年４

月時点）。136事業のうち「非公募」が36件

である。まずはこれらのデータを整理してみ

た。

まず，各事業で指定されている施設数は

（表１－２），８割の事業は１件（施設）だが，

残りの２割は複数の施設を一括で指定されて

いる。最大は児童会館104館と子ども人形劇

場１施設の合計105施設が指定されている

ケースである。

また136事業の指定を受けている管理者

（団体）数は77法人で，複数の事業で指定を

受けているのは14法人である（表１－３）。

各事業における指定期間は「４年」がほと

んどを占め，その開始時期は，2010年４月

１日が９割を占めている（表１－４）。

次頁の資料は，指定を受けようとする場合，

あるいは指定を受けた後の，自治体との間の

事務処理がどのように進むのかがまとめられ

たものだ。

２．アンケート調査の概要

418施設を対象にアンケート調査を行った。

原則として施設ごとに回答をしてもらうこと

を考えたが，一部は，指定管理者（法人）宛

に送った 。

結果として，276施設に対して調査票を送

表１－１ 公の施設の主なもの

コミュニティ施設…区民センター，地区センター

など

教育・文化施設…コンサートホール，生涯学習セ

ンターなど

体育施設…体育館，温水プールなど

福祉施設…老人福祉センター，保育所など

その他…公園，市営住宅など

出所：札幌市より。

表１－２ 各事業における指定施設数
単位：件，％

136 100.0

１施設 108 79.4

２，３施設 16 11.8

４，５施設 5 3.7

６施設以上 7 5.1

出所：札幌市のデータから作成。

表１－３ 各指定管理者(団体)の指定事業数
単位：件，％

77 100.0

１事業 63 81.8
２，３事業 7 9.1
４事業以上 7 9.1

出所：表１－２と同じ。

表１－４ 各事業における指定期間及び開始時期
単位：件，％

136 100.0

４年未満 4 2.9

４年 130 95.6

４年超 2 1.5

出所：表１－２と同じ。

単位：件，％

130 100.0

2008年４月１日～ 4 3.1

2009年４月１日～ 2 1.5

2010年４月１日～ 118 90.8

2011年４月１日～ 6 4.6

13 例えば，市営住宅合計109施設（36／26／47

施設と３事業に分割されて指定）や自転車等駐車

場19施設がそうである。また，公園施設のうち，

１つの公園管理事務所で複数の公園施設が管理さ

れているケースについては，同じ職員で管理され

ていることが事前調査で明らかになっていたので，

それぞれの公園施設ごとではなく，管理事務所宛

に１部の調査票を送るにとどめた。センター等に分類されている。
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出所：札幌市「ガイドライン」より。

資料 指定管理者制度における事務処理スケジュール

― ―81北海道における失業・不安定就業問題（ )(川村)



ることになった 。回収（いずれも有効回

答）が106件なので，回収率は38.4％であ

る。但し，無回答は除いて算出しているため，

各設問における有効回答は必ずしも一致して

いない。

以下の資料を添付した。但し，札幌市との

契約で不利益等が発生することのないよう，

詳細の数値データや施設の属性などあえてふ

せた箇所もある。

資料１ 自由記述

資料２ 集計一覧表（単純集計，法人種別クロス

集計）

資料３ 調査票

３．調査の結果

１）回答施設の属性

当該施設を管理・運営（以下，管理）して

いる法人の種類で最も多いのは「財団・社団

法人」で，半数（51.9％）を占める（表３－

１）。「社会福祉法人」（17.9％），「運営委員

会」（13.2％）がその後に続く。

制度導入前も含めた，施設の管理年数は長

い。「10～19年目」と「20年以上」をあわせ

ると全体の７割を占めている。

管理している施設の種類・分野については，

複数分野にまたがる施設もあると考え，複数

回答可で尋ねた。

結果は（表３－２），キ．体育施設，ア．

区民センター・コミュニティセンター，ケ．

市民利用施設，イ．高齢者福祉，カ．公園な

どが１～３割弱で多い。同表右に示したとお

り，以下の本文及び資料１（自由記述）では，

事業者が特定されないよう，【文教／体育】

【福祉】【その他】という大括りの分類を用い

ている。

表３－３のとおり，８割超の施設は，制度

導入以前は「管理委託」方式で運営されてい

た。一部（8.8％）は自治体直営だった。か

つて「管理委託」していた事業者が制度導入

以降も管理しているケースが多い（93.2％）。

２）指定管理者施設における雇用量と賃金分

布

各施設の雇用量（雇用労働者数。外注は除

く）をみると（表３－４），「～15人未満」

が全体の３分の１（34.9％）で，「～10人未

満」（26.4％）とあわせると６割を占める。

平均値は17.9人（中央値は12.0人）で，最

小は３人で最大は131人である。

ここで，回答施設の全ての雇用量を足し合

わせてみた（表３－５）。

結果は，全体の雇用量は1897人で，その

内訳をみると，正規雇用は全体の３割に過ぎ

ない。残りはフルタイム型の非正規雇用と

パートタイム型の非正規雇用（以下，それぞ

れをフルタイム型，パートタイム型と省略）

で，後者が４割強を占めている（わずかだが

派遣労働者もみられたが，人数が少ないので

表３－１ 法人の種類及び管理・運営年数
単位：件，％

106 100.0

ａ．施設を
管理・運営
している法
人の種類

財団・社団法人 55 51.9

NPO 5 4.7
株式会社 8 7.5
社会福祉法人 19 17.9
運営委員会 14 13.2
その他 5 4.7

104 100.0

ｂ．管理・
運営年数

１年目 1 1.0
２～３年目 3 2.9
４～５年目 7 6.7
６～９年目 18 17.3
10～19年目 40 38.5
20年以上 35 33.7

注：ｂは，指定管理者制度導入前も含む年数である。

14 調査票を発送後も，例えば，最多施設を管理し

ている法人等から，「どの施設も同じ労働条件な

ので法人で一括して回答する」旨の連絡などが

あったが，276部を配布数とみなす。
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以下ではとくに言及しない）。

あわせて，年収分布を雇用形態別にみたの

が表３－６である。

正規雇用こそ「400万円以上」が６割を占

めているが（もっとも正規雇用でも300万円

未満が２割を占めている点には留意），フル

タイム型はほぼ全員が300万円未満で，全体

の半数は250万円未満である。そしてパート

タイム型は，８割超が100万円未満である

（なお，回答の負担を考慮し，雇用形態ごと

の労働者の属性は尋ねていない）。

さて，これらを法人の種類別にみてみよう。

まずは雇用量（表３－７）である。

「財団・社団法人」では正規雇用が少ない

こと，「社会福祉法人」では正規雇用が（相

対的に）多いことなどが特徴としてあげられ

るだろう。これらの結果には，当該施設には

フルタイム職員が必要なのかそれともパート

タイム職員の配置で十分なのかなど，各法人

種の管理している施設の性質，言い換えれば

仕事の性質等が反映していると思われる。

表３－３ 制度導入以前の運営形態と現在の事業者
単位：件，％

104 100.0

ａ．制度導

入以前の運

営形態

自治体の直営 8 7.7

管理委託 88 84.6

新規施設 6 5.8

その他 2 1.9

88 100.0

ｂ．制度導

入以前と以

後の事業者

※

同じ 82 93.2

異なっている 6 6.8

注：ｂの対象は，制度導入以前が「管理委託」だっ
た施設のみ。

表３－４ 各施設における雇用量
単位：件，％

106 100.0

５人未満 7 6.6

～10人未満 28 26.4

～15人未満 37 34.9

～30人未満 14 13.2

30人以上 20 18.9

平均値 （単位：人） 17.9

標準偏差（単位：人） 18.4

表３－５ 雇用形態別にみた，全ての施設に
おける雇用総量

n＝106 単位：人，％

全
体 正

規
フ
ル
タ
イ
ム
型

パ
ー
ト
タ
イ
ム
型

派
遣

1897 550 513 814 20

100.0 29.0 27.0 42.9 1.1

表３－２ 管理施設の種類・分野（複数回答可)
単位：件，％

106 100.0

ア．区民センター・コミュニティセンター 23 21.7
オ．文化・観光 8 7.5
キ．体育施設 29 27.4 文教／体育
ク．企業利用施設 2 1.9
ケ．市民利用施設 18 17.0

イ．高齢者福祉 12 11.3
ウ．児童・家庭福祉 6 5.7

⇨ 福祉
エ．医療 1 0.9
シ．障害者福祉（※） 6 5.7

カ．公園 11 10.4
コ．駐輪場・駐車場（※） 3 2.8

その他
サ．市営住宅 1 0.9
ス．その他 4 3.8

注：※は，回収後に新たに設けた選択肢。
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次は表３－８である。紙幅の都合上，実数

は全体の分のみ掲載し，各収入水準における

値は割合のみ掲載した。そもそも人数が少な

い箇所もあるので留意されたい。

結果は，例えば同じ正規雇用であっても，

「財団・社団法人」では「400万円以上」の

割合が高い（「社会福祉法人」も半数は「400

万円以上」である）のに対して，「運営委員

会」や「NPO」では収入水準は低いことな

どが示されている。

聞き取りから，１，２の例をあげておくと

（どちらも【文教／体育】施設），⑴館長と副

館長を含めて６人の職員。その他に外注の清

掃労働者が４人働いている。６人のうち１人

はパートタイマー。ほかはフルタイム雇用で，

月給制を採用している。もっともその水準は，

館長と副館長は年収で250万円以上300万円

未満だが，他は200万円ぐらい。なお，指定

管理者制度導入前も，館長こそ公務員で雇用

も収入も安定していたようだが，他の職員は

非正規だったという。

⑵職員数は３桁と多いが，６割以上はパー

トタイマーである。管理している施設数が多

いので人手は必要だが，管理時間自体は短い

ので，パートで十分だという（時給は700円

台）。正規職員は職員数全体の15％程度で，

残りは有期雇用のフルタイム職員だが，勤続

年数に上限を設けている。正規職員を増やし

たいが委託費の関係もあって困難である。正

規職員は，フルタイム職員の中から登用して

いるが，人数は１割程度の狭き門になってい

る。

表３－６ 雇用形態別にみた，全施設の労働者の年収（税込み）分布 単位：人，％

全
体

（再掲）

１
０
０
万
円
未
満

〜
１
４
９
万
円

〜
１
９
９
万
円

〜
２
４
９
万
円

〜
２
９
９
万
円

〜
３
４
９
万
円

〜
３
９
９
万
円

４
０
０
万
円
以
上

２
０
０
万
円
未
満
割
合

２
５
０
万
円
未
満
割
合

３
０
０
万
円
未
満
割
合

正規 489 2 3 12 48 32 55 48 289

100.0 0.4 0.6 2.5 9.8 6.5 11.2 9.8 59.1 3.5 13.3 19.8

フルタイム型 452 24 30 83 113 174 12 11 5

100.0 5.3 6.6 18.4 25.0 38.5 2.7 2.4 1.1 30.3 55.3 93.8

パートタイム型 749 622 96 27 3 0 0 0 1

100.0 83.0 12.8 3.6 0.4 0.0 0.0 0.0 0.1 99.5 99.9 99.9

表３－７ 法人種別・雇用形態別にみた，全施設に
おける雇用総量 単位：人，％

全
体 正

規
フ
ル
タ
イ
ム
型

パ
ー
ト
タ
イ
ム
型

派
遣

1155 234 379 537 5財団・社団

n＝55 100.0 20.3 32.8 46.5 0.4

294 165 66 58 5社会福祉法人

n＝19 100.0 56.1 22.4 19.7 1.7

149 44 24 76 5運営委員会

n＝14 100.0 29.5 16.1 51.0 3.4

182 73 29 75 5株式会社

n＝8 100.0 40.1 15.9 41.2 2.7

52 15 7 30 0NPO
 

n＝5 100.0 28.8 13.5 57.7 0.0

65 19 8 38 0その他

n＝5 100.0 29.2 12.3 58.5 0.0
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３）非正規雇用の労働条件

ここで，指定管理者施設での中心的な労働

力である非正規雇用について，フルタイム型

とパートタイム型にわけて，労働条件をもう

少しとりあげてみる。

表３－９のとおり，まずａ．給与の支払い

については，フルタイム型は月給制が６割で

最も多いが，日給月給制も全体の４分の１を

占めている。パートタイム型は全体の４分の

３が時給制である。

ちなみに，ｂ．昇給（制度）は，どちらに

ついても多くの施設で存在しない。フルタイ

ム型でも67.5％が「一切の昇給はない」。ま

た本文には表を掲載していないが，正規雇用

であっても，「定期昇給がある」72.5％，「そ

の都度昇給」8.8％と昇給があるのが多数だ

が，「一切の昇給はない」も16.5％みられる。

表３－８ 法人種別・雇用形態別にみた，全施設の労働者の年収（税込み）分布 単位：％

全
体
（
単
位
：
人
）

（再掲)

１
０
０
万
円
未
満

〜
１
４
９
万
円

〜
１
９
９
万
円

〜
２
４
９
万
円

〜
２
９
９
万
円

〜
３
４
９
万
円

〜
３
９
９
万
円

４
０
０
万
円
以
上

２
０
０
万
円
未
満
割
合

２
５
０
万
円
未
満
割
合

３
０
０
万
円
未
満
割
合

財団・社団 233 0.9 0.4 2.1 1.7 6.4 4.3 84.1 1.3 3.4 5.2

社会福祉法人 164 1.2 1.2 7.9 17.1 22.0 50.6 1.2 2.4 10.4

運営委員会 44 13.6 61.4 11.4 11.4 2.3 13.6 75.0 86.4

正

規
NPO 15 6.7 33.3 20.0 13.3 6.7 6.7 13.3 40.0 60.0 73.3

株式会社 14 14.3 21.4 42.9 21.4 0.0 14.3 35.7

その他 19 47.4 26.3 26.3 0.0 47.4 73.7

財団・社団 341 5.9 8.2 21.1 21.4 39.3 1.2 1.8 1.2 35.2 56.6 95.9

社会福祉法人 67 6.0 3.0 4.5 25.4 55.2 4.5 1.5 13.4 38.8 94.0

運営委員会 16 81.3 12.5 6.3 0.0 81.3 93.8

フ
ル
タ
イ
ム
型

NPO 7 42.9 42.9 14.3 42.9 85.7 85.7

株式会社 13 30.8 7.7 23.1 30.8 7.7 0.0 30.8 38.5

その他 8 62.5 37.5 62.5 100.0 100.0

財団・社団 539 90.4 8.9 0.6 0.2 99.8 99.8 99.8

社会福祉法人 60 40.0 20.0 40.0 100.0 100.0 100.0

運営委員会 76 98.7 1.3 100.0 100.0 100.0

パ
ー
ト
タ
イ
ム
型

NPO 30 56.7 43.3 100.0 100.0 100.0

株式会社 6 50.0 50.0 50.0 100.0 100.0

その他 38 50.0 50.0 100.0 100.0 100.0

表３－９ 非正規雇用の労働条件
単位：件，％

フルタイム型 パートタイム型

82 100.0 82 100.0

ａ．給与

の支払い

形態

月給制 49 59.8 4 4.9

日給月給制 21 25.6 13 15.9

時給制 1 1.2 63 76.8

複数を選択 11 13.4 2 2.4

80 100.0 80 100.0

ｂ．昇給

の有無

定期昇給がある 5 6.3 1 1.3

その都度昇給 20 25.0 15 18.8

一切の昇給はない 54 67.5 63 78.8

複数を選択 1 1.3 1 1.3

82 100.0 79 100.0

ｃ．雇用

保険の加

入状況

全員加入 79 96.3 17 21.5

一部加入 3 3.7 29 36.7

全員未加入 33 41.8

81 100.0 77 100.0

ｄ．社会

保険の加

入状況

全員加入 78 96.3 9 11.7

一部加入 2 2.5 13 16.9

全員未加入 1 1.2 55 71.4
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保険関係はどうか。フルタイム型では雇用

保険も社会保険もほぼ全施設で「全員加入」

となっているが，パートタイム型では，雇用

保険こそ「全員加入」（21.5％）と「一部加

入」（36.7％）で半数を超えるが，社会保険

は７割の施設が「全員未加入」である（但し，

「全員加入」「一部加入」で３割を占めるとい

うことは，労働時間の相対的に長い「パート

タイム」も少なくないと思われる）。

なお，表３－10は，制度導入以降の雇用

量の変化について，雇用形態別にみたもので

ある。どの雇用形態についても，最も多いの

は「変化なし」であるものの，正規雇用は

「減少した」という施設が，パートタイム型

は「増加した」という施設が，それぞれ２割

超である。

４）委託料をめぐる問題

雇用が非正規中心であるのはなぜか。業務

が短時間なのでパートタイムで雇うなどの

ケースを除き，その理由として，委託料水準

の低さや指定管理期間の短さが聞き取りでは

あげられた。現行の委託料を施設側はどう評

価しているのかみてみよう（指定管理期間に

ついては後述）。

表３－11のとおり，委託料（金額）が不

十分だという回答は，「やや不十分」「まった

く不十分」をあわせると全体の８割を占めて

いる。

また，不十分だと評価する施設にその理由

を尋ねたところ（同表ｂ），ア．職員の雇

用・労働条件の維持や改善が困難，イ．職員

の適切な配置が困難のほか，オ．施設の修繕

費の確保やエ．備品の確保あるいは備品の修

繕費の捻出が困難など，いずれの訴えも高い

割合で確認される。

ところで本調査では，2009年，2010年，

2011年という３時点での委託費（金額）を

尋ねている。表３－12は，前年の値を100

として翌年の値を計算したものである。

前述の資料整理の結果（表１－４）から推

測しても，公募があらためて行われた施設が

表３－10 雇用形態別にみた制度導入以降の雇
用量の変化 単位：件，％

正規雇用 フルタイム型 パートタイム型

93 100.0 88 100.0 87 100.0

増加した 9 9.7 14 15.9 23 26.4

変化なし 63 67.7 58 65.9 59 67.8

減少した 21 22.6 16 18.2 5 5.7

表３－11 委託料に対する評価及び不十分だという理由（複数回答可)
単位：件，％

92 100.0

ａ．委託料
（水 準）に
対する評価

十分 1 1.1
まあ十分 17 18.5
やや不十分 43 46.7
まったく不十分 31 33.7

74 100.0

ｂ．委託料
が不十分だ
という理由
（複数回答
可）

ア．職員の雇用・労働条件の維持
や改善が困難

60 81.1

イ．職員の適切な配置が困難 52 70.3
ウ．事業・サービス内容の維持や

改善が困難
47 63.5

エ．必要備品の確保や備品の修繕
費の捻出が困難

52 70.3

オ．施設の修繕費の確保が困難 58 78.4
カ．その他 2 2.7

注：ｂの対象は，ａで不十分（やや，まったく）と回答した施設のみ。
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多かったと推測される09年から10年にかけ

ては，「100（前年と同じ金額）」が全体の５

分の１で，100未満（前年割れ）が，全体の

半数強を占めている（但し全体の４分の１は

前年よりも増額している）。それに対して，

10年から11年にかけては，「100」が全体の

８割を占めている。

こうした委託費の推移については，業務量

がどう変化したかもあわせて検討する必要が

あるため，ここでは，委託費水準が十分では

ないという評価がひろくみられたことを確認

するにとどめる。

さて，雇用や労働条件に関して，職員自身

から不安や不満が聞かれるという施設も少な

くない。その割合は，全体の半数（52.1％）

に達する。どんな内容なのか自由記述をひ

ろってみた。

【18】正規職員の離職者が増えた。指定管理期間

があるため新規採用が難しい（安定性がないた

め）。正規職員の基本給を10％削減した。業務が

多忙となり超勤と休日出勤が増加。将来の雇用不

安。正規職員採用試験の実施を要望。【文教／体

育】

【24】職員数が減ったため超過勤務や休日出勤が

増えた。体調不良を訴える職員が増えた。指定管

理費のうちの人件費の割合が増えてくると職員は

異動させられることになる。職員の数が減少し，

委託料の少なさおよび指定管理期間の短さから新

規採用計画が立てられない。職員減および業務量

の増加から労働時間が増えたり休みが取りづらく

なっている。【文教／体育】

【51】臨時職員や非常勤職員から賃金の件や，正

規職員として今後雇用してもらえるのかという不

安を相談される（将来の結婚，所帯，子育てに対

する設計が立てられない不安）。【福祉】

【60】４年毎の公募入札による指定管理者制度そ

のものへの疑問，不安等。文化財の管理，案内説

明及び保守という専門的知識や技術が維持されな

いことへの疑問があるとともに，指定管理者に選

定されなかった場合の雇用への不安がある。収支

の悪化による給料の減額や開館日の拡大による影

響について，潜在的な不満がある。【文教／体育】

【65】正規職員が減少し，非正規職員が増加した

（ワーキングプアの増）。管理職員の減。次期指定

管理者に選定されるかどうかなどがまったく未知

数のため正職員であっても指定期間（４年）ごと

の有期雇用のような，極めて不安定な立場であり，

長期的視野に立った，運営方針や職員育成等の計

画の策定の弊害になっている。【文教／体育】

【77】給与条件の見直し〔を行った〕。４年に１回

の指定管理者制度は労働条件等の変化等があり，

安ければよいという風潮になりつつあり，１回ご

とに厳しい労働条件となりうる。【文教／体育】

【100】昇給は，18年度指定管理者導入以来一切

なし。人件費削減のため，職員が日曜・祝日出勤

もあり。指定管理者が変更になった場合，継続雇

用について不安あり（声としては出ていませんが，

以上の不安があると思います）。【文教／体育】

【106】面接時にしっかりと説明した上で採用して

いるので，不満はないが，一般的にみても，賃金

は低いと感じ，もっと職員の手当を上げたいと

思っています。若い方・男性・世帯主など，正規

職員であっても，家族を養うには十分とはいえな

い。マイホームを持つこともできない（雇用期間

の限定と，人件費の安さから）。委託料の人件費

は市職員と同じレベルの費用積算がないと良い人

材・長期雇用が難しい。【文教／体育】

「経費節減」を主たる目的の一つとした指

表３－12 委託費の推移 単位：件，％

09年⇨ 10年 10年⇨ 11年

（09年＝100) （10年＝100)

91 100.0 91 100.0

90未満 9 9.9 5 5.5

90～95未満 6 6.6 1 1.1

95～100未満 33 36.3 8 8.8

100 19 20.9 74 81.3

100超～110未満 11 12.1 2 2.2

110以上 13 14.3 1 1.1

注：前年を100とした場合の翌年の値を計算した。
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定管理者制度のもとで，札幌市のいう「雇用

問題への配慮」 を制度的にどう保障するか

が急がれる課題である。

５）その他の指定管理者制度をめぐる評価

指定管理者制度は PDCAサイクルで運用

される（上記資料）。順に，⑴要求水準の設

定，⑵募集，選定・指定，協定の締結，⑶運

営・モニタリング，⑷評価という流れで進む。

また，その仕事を得られるかどうかという事

業者にとって最も重要な選定にあたっては，

５つの基準（１．市民の平等利用確保，２．

施設の効用発揮，３．安定経営能力，４．経

費の節減，５．その他）に照らして判断され

る（「ガイドライン」）。

指定管理者としては，委託費水準もむろん

のことだが，募集や選定方法がどうであるの

か，自治体から要求される仕事の水準は明確

であるか，委託費水準と比較して妥当である

か，モニタリングや評価の内容が適切である

かどうかなど，管理事業を遂行する上で重要

なポイントがいくつかある。果たして指定管

理者の納得のもとで事業は進められているの

か。これらの点をみていこう。

資料（p５）でみたとおり，（公募制の場

合は）事業者は，まずは指定管理者の募集，

選定をクリアしなければならない。

冒頭でみたとおり，回答施設の多くはかつ

て「管理委託」で運営されていた施設で，な

おかつ，その多くは，現在も同じ事業者が管

理していた。

但し，選定に際しては公募制が採用されて

いる施設が全体の８割を占める（表３－13）。

そして，この公募制であることに対しては，

半数が不満であると回答している（なお，非

公募の施設については，全てが「とくに疑問

や不満はない」と回答）。

不満の背景には何があるのか。もう少し結

果をみていこう。

まずは指定管理者の選定方法について尋ね

たところ（表３－14の上段。なお，複数回

答を予定していなかったが，実際には半数超

の施設が複数の選択肢に回答していた），プ

ロポーザル＋ヒアリング，プロポーザル，ヒ

アリング＋書類審査の順に多かった。

また（同表ｂ）指定管理者に選ばれるため

15「ガイドライン」には，「指定管理者制度の目的

の一つは経費の節減ですが，制度運用を通じて施

設従事者の人件費が過度に削減されるなど雇用条

件が悪化することは，サービス水準の確保という

観点からも好ましくありません。したがって，法，

条例等の範囲内での制度運用において，指定手続

以降指定期間を通じて十分に留意していく必要が

あります」と記載されている。
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資料 制度運用における PDCAサイクル

出所：札幌市「ガイドライン」より。



には，ウ．過去の経験をアピールしたり，イ．

運営面での差別化を図った施設が８，９割弱

で多いほか，ア．金額をできるだけ下げたと

いう回答も４割弱を占めている。

では，選定の評価基準はどう評価されてい

るか（表３－15）。全体の４分の３が適切

（「まあ適切」が半数）と回答している。不適

切だと感じている施設は４分の１で，その理

由としては（同表ｂ），委託料・管理運営費

の削減が重視されていることをあげる施設が

多い。

自由記述でも，制度導入の目的が経費節減

に傾斜している（ように思われている）こと

や評価基準等が不明確であることへの不満等

が少なくなかった。

【09】⑴修繕費が施設の建築年数に関係なく一律

なのは理解できない。⑵委託料算定根拠に前年度

の利用料収入実績が組み込まれているのはおかし

い（努力しているところに厳しく，努力していな

いところに甘い）。⑶設備老朽化に伴い，故障が

多発しても「金がない」で修繕が進まない。また，

経費の節減に点数配分が多く，本来の目的を逸脱

している。地域によって点数のバラツキが激しく

不公平感が残る。【文教／体育】

表３－14 選定の際の提案方法及び指定管理者となるために実施した努力
単位：件，％

101 100.0

ａ．選定の

際の提案方

法

プロポーザル型 25 24.8

ヒアリング 10 9.9

書類審査 10 9.9

複数を選択 56 55.4

プロポーザル＋ヒアリング 27 26.7

プロポーザル＋書類審査 1 1.0
（
内
訳
）

ヒアリング＋書類審査 26 25.7

プロポーザル＋ヒアリング＋書類審査 2 2.0

106 100.0

ｂ．指定管

理者となる

ために実施

し た 努 力

（複数回答

可）

ア．提示する金額をできるだけ下げた 41 38.7

イ．運営の仕方に工夫を加え，差別化を

図った

83 78.3

ウ．過去の経験をアピールした 94 88.7

エ．他社と共同で出資した 4 3.8

オ．その他 3 2.8

注：ａの「複数を選択」の内訳の値は内数。

表３－13 公募制の採用状況及び公募制に対する評価
単位：件，％

105 100.0

ａ．公募制の採

用状況

公募 85 81.0

非公募 20 19.0

76 100.0

ｂ．公募制に対

する評価

公募であることに不満 36 47.4

とくに疑問や不満はない 40 52.6

注：非公募の施設では，全てが「とくに疑問や不満はない」とい
う評価だった。
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【26】本来コミュニティ施設は地元等の利用者を

主体とした管理が望ましい。選定結果をみると，

管理運営費の削減が一番重要視されている。指定

管理者に対する要求があまりにも多すぎる。【文

教／体育】

【44】管理費の削減が募集要項の段階で組み込ま

れており，そのベースからの削減提案だった。よ

りよいサービスを行う為，職員研修を行いたいが

予算がない。利用料金収入の頭打ちの可能性，修

繕費の増大。制度２回目だが，入札のたびに制度

が変化し，肥大化している。できるだけ簡素にし

てもらえたらそのリソースを利用者へのサービス

等の向上に差し向け，より親しまれ，利用される

施設としたい。【文教／体育】

【49】平等利用の確保／施設の効用発揮／安定経

営能力／管理経費の縮減／その他の計200点満点

中の配点と評価点数が不明確。収入のほとんどが

自治体からの委託料であるため，正規職員の採用

が見込めない。他の施設において公募・非公募の

基準が不明確である。【その他】

【64】当事業の内容等について評価する専門知識

を有する方が１名のため，委託料・管理運営費の

削減が重視される傾向がある。【文教／体育】

【65】選定委員の中には明らかに当施設の運営に

専門外の方もおり，この方々が同じ持ち点を持っ

て，全ての項目を採点評価することに疑問あり

（選定委員の資質）。併せて選定後の提案項目の実

効性や実現性をどう担保するかの仕組み（モニタ

リング）が不可欠と考える。評価基準の配点割合

が「委託料・管理運営費の削減」に多く配分され

ている（コスト削減の手法として同制度を利用し

ているように映る）。【文教／体育】

【81】施設の老朽化に伴い発生しうる経費につい

て考慮されていない。経費削減重視が，結果的に

人件費の削減につながっていく。指定管理者制度

の撤廃もしくは非公募を望む。【文教／体育】

【102】費用対効果を考えて作業しているが，サー

ビスやイベントのレベルアップに対応しにくく

なっている。また，機械の更新や施設の修繕に関

しては，更新時期や耐用年数に達しているものも

多く，それらに対する予算の捻出がほとんどでき

ない。指定管理応募時に提案した事柄への対応や，

市民対応・ボランティア対応などが以前より増え

ているため，緑地管理や施設管理などへの対応が

思うように出来なくなっている。一つの現場に絶

対必要な最低〔限の〕職員数が不足しているよう

な気がする。【その他】
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表３－15 選定の評価基準に対する評価及び不適切だと
感じる理由（複数回答可） 単位：件，％

95 100.0

ａ．選定の評
価基準に対す
る評価

適切 24 25.3
まあ適切 49 51.6
やや不適切 14 14.7
非常に不適切 8 8.4

22 100.0

ｂ．評価基準
が不適切だと
感じる理由
（複数回答可）

ア．選定基準や点数の配分が明確で
ない

6 27.3

イ．委託料・管理運営費の削減が重
視されている

20 90.9

ウ．提案する事業・サービスの内容
が評価されにくい

8 36.4

エ．過去の経験や実績が評価されて
いない

9 40.9

オ．施設の利用頻度・実績や市民か
らの評価が反映されていない

8 36.4

カ．その他



最後の表３－16は，指定管理者制度に関

する幾つかの項目に対してその評価を尋ねた

ものだ。

結果は，どの項目においても満足度 DIは

マイナス値（不満足の合計が大きいこと）を

示している。なかでも，a．指定管理期間に

対する満足度の低さが顕著である。「不満足」

だけで半数に及んでいる。b．仕様書の内容

や分量，e．評価シートの内容や分量等につ

いても，「不満足」が３割前後で多い。ほか

にも自由記述では，施設の老朽化に対する補

償のないことが多くあげられていた。

【03】内容よりも金額を重要視。指定管理期間の

提案の度に内容を増加しつつ金額を下げることを

求められ，今後もその方向性が続くことで，労働

者の人件費ばかりが削られていくのではという懸

念がある。指定期間内のことばかりにとらわれ，

長期的な計画が困難。【文教／体育】

【43】公の施設に係る指定管理者の募集申し込み

にあたり，経費縮減項目を求められ，元々が人件

費が90％以上を占める当組織においては，人件

費削減を示していくしかなかった。低賃金〔な

の〕が一層下げるよう求められている。社会保険

に加入できる賃金体制は必要と思う。このまま一

層の低コストを求められたら，競争と言えども疑

問に感じる。【文教／体育】

【47】事業内容の評価に際して，他と単純に比較

し易い利用者数を基準としている為，数が多いこ

とが良い事という図式になり，その中身・内容に

目が向いていない。施設の使用基準に変更，緩和

措置を打ち出す一方，その運用については指定管

理者に任せるという対応をとっている事から，利

用者間に不公平が生じている。統一基準を設けず，

現場に投じている状態。「現場で上手く対応して，

市民の不満が行政まで来ないように」という姿勢

があらわれている。【文教／体育】

【72】本制度は，公平で質の高いサービスを維持，

提供するのが本来の趣旨であるが，毎回の委託料

減額を考慮すると，市の財政負担の軽減が目的化

していると言わざるを得ない。【文教／体育】

【79】給与改定△〔マイナス〕・賞与支給率△・寒

冷地手当△。施設を受託出来なかった場合，雇用

はどうなるのか？ 職員減・経費削減しながら

サービス向上は厳しい。経費削減のため，修繕も

緊急以外は後回しになり，その結果利用者への

サービス低下となっている。【文教／体育】

【80】指定管理者制度とは，本来は民間活力の導

入による公共サービス向上を目的としているもの

の，全国的に経費削減ありきで，全く管理能力の

ない団体が選定され，人命に関わる事故まで発生

している。自治体は指定管理者制度の内容検証を

行うべき。公共サービスを担う職員が４年ごとの

雇用不安や業務過多の中では，良好なサービス提

供はできません。指定管理者の業務が良好であれ

ば，非公募で良い。応募や選考のための労力は市
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表３－16 指定管理者制度の幾つかの項目に対する評価

n＝96 単位：％

ａ．指定管

理の期間

ｂ．仕様書

の内容や分

量

ｃ．モニタ

リングの内

容や頻度

ｄ．協議の

際の自治体

側の対応

ｅ．評 価

シートの内

容や分量

満足 5.2 3.1 2.1 6.3 3.1

やや満足 5.2 6.3 6.3 5.2 2.1

普通 28.1 41.7 65.6 45.8 47.9

やや不満足 9.4 16.7 17.7 33.3 17.7

不満足 52.1 32.3 8.3 9.4 29.2

満足度 DI ▲51.0 ▲39.6 ▲17.7 ▲31.3 ▲41.7

注：満足度 DIは「満足」「やや満足」の合計から「やや不満足」「不満足」の合
計を引いた値。



民サービスのために使用したい。同制度の弊害は，

最後は市民が受けることになります。【文教／体

育】

【106】仕様書など，施設運営やその専門知識・経

験の少ない（指定管理者制度そのものを知らな

い）担当者が作成し，必要以上の煩雑な事務作業

を増やしたり要求され，本来業務に支障がある。

利益（売上）が伴う管理であれば，努力すること

で運営に反映されるが，普及啓発や，販売等がな

い場合は，年々受託費を削減され雇用条件に影響

が出てしまう。【文教／体育】

繰り返しになるが，先の「雇用問題への配

慮」と同様に，「経費節減」という目的が掲

げられたもとで，「市と指定管理者との対等

な協力関係の構築」（ガイドライン）をどう

制度的に保障していくのか，検討が急がれる。

まとめに代えて

指定管理者制度のもとでの雇用・労働をみ

てきた。

アウトソーシング分野では，雇用・労働の

不利が生じるそもそもの制度的な欠陥がある。

指定管理者を例に述べれば，事業期間は４年

ないし４年前後と短く，次期の事業受注は保

障されていない。失敗すればそこで働いてい

た人々は失業を余儀なくされる。事業を受注

しようとすれば，委託費の抑制を余儀なくさ

れる。もともと経費の節減が制度の主たる目

的の一つとされている以上（委託費の決定方

式に競争的な入札方式が採用されている民間

委託等の分野ではなおのこと），その傾向に

拍車がかかるだろう。当然それは，労働者の

勤続や経験が賃金など処遇面に反映されない

どころか，労働条件の不利益変更につながる

ことになる。

サービスの質の低下なども少なからぬ施設

から表明されているなかで，指定管理者制度

そのものを存続させるべきなのかどうかの根

本的な議論も必要だと思われるが，ここでは，

制度の存続を仮に前提としても，雇用・労働

に関して必要と思われる最低限のことがら

（雇用保障，賃金規制）について，簡単に述

べておく 。なお，指定管理者を想定してま

とめているが，民間委託についても基本的に

は同様である。

まずは，雇用（継続）保障に関わる問題で

ある。現状では，事業の継続性の欠如（期間

限定性）や委託費水準の問題を背景にして継

続的な安定雇用（無期雇用）が回避される傾

向にあった。両者の改善が必要である。

但し，長期にわたる事業継続が特定事業者

の不当な利益を発生させるおそれがあるとい

うならば，雇用や労働条件の継続を制度的に

保障した上で事業期間に制約を設けるという

方法が考えられる（この点は EUの企業譲渡

指令を参照) 。

次に，賃金規制に関しては，第一に，委託

費の内訳と積算根拠を明らかにし，仕事内容

や労働者の生計費等の観点から，その見直し

を図ることである。

とりわけ人件費の積算根拠として何を利用

しているのか，またそれらが適当なものかを

自治体は明らかにする必要があるだろう。加

えて，事業発注後の労使間での配分でその積

16 繰り返しになるが，サービスの質や住民の利用

保障など公共サービスを享受する側の観点あるい

は事業者の安定経営などの観点からの検討も欠か

せないが，私たちの関心事である，雇用・労働の

あり方に限定する。

17 公共の仕事での有期雇用や間接雇用は，合理的

な必要性に乏しい限り，極力抑制されるべきでは

ないか。この点に関わって，札幌市の委託清掃事

業分野では，ごみ量の変動を背景に，有料職業紹

介（人材紹介）事業が使われている。それは，雇

用の安定性や賃金・社会保険加入など処遇面から

も望ましいものとはいえまい。個別労使での解決

が困難な労働力の需給調整については，８社の労

使と発注者である札幌市とで検討すべきである。
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算根拠は遵守されているかのチェックや規制

も不可欠である（事業者選定時に雇用や賃金

の予定を明示させて，契約後にはそれが遵守

されているかをチェックする体制も検討すべ

きではないか）。

賃金規制に関して第二に，価格入札に代

わって導入が進みつつある政策入札の中身を

より具体化することが求められる。政策入札

のなかでもとりわけ本稿の中心テーマである

公正労働・労働者保護に関して注目されるの

は，賃金を直接に規制する公契約条例であ

る 。札幌市も現在，その制定を目指してい

る 。

条例のポイントは先行研究が示していると

おり，対象事業や対象労働者の範囲，規制さ

れる賃金の水準・根拠，審議会の活用など賃

金決定方式などがあげられる。札幌市の素案

では，指定管理者も適用の対象となっている。

もっとも，そこで定められる下限賃金（作業

報酬下限額）については，「市の現業職員の

初任給を基準とし，生活保護基準その他の事

情を勘案し，学識経験者などからなる審議会

の意見を聞いたうえで決定」 されるとなっ

ており，水準は必ずしも明確ではない。国も

もちろんだが，自治体の姿勢もまた問われて

いる 。

以上は，公共調達や受発注のあり方に関わ

ることだが，加えて，労働条件の決定に関す

る労使対等原則を実効性あるものにする上で，

雇用者のみならず，実質的な労働条件決定者

である発注者との間の協議の場などの確保を

委託先の労働者（労働組合）に保障するべき

ではないか 。経費の節減を目的とした同制

度のもとで，それなくして，労働条件の改善

は困難である。

最後に，労働組合実践に関わって，官民の

労働者間の賃金・労働条件格差が巨大となり，

アウトソーシングの勢い・圧力が増す今日に

おいては，官民労組の共同の必要性もまた増

していることを強調したい 。

18 公契約条例については，小畑（2010）や永山利

和／自治体問題研究所（2006）を参照。また先行

する千葉県・野田市と川崎市の条例に対する評価

や課題については，NPO法人建設政策研究所

（http://homepage2.nifty.com/kenseiken/）の

見解や上林（2011b）を参照。

19 札幌市の公契約条例の素案は同市の「入札・契

約」から閲覧することができる。http://www.

city.sapporo.jp/zaisei/keiyaku-kanri/seido/

koukeiyaku/documents/joreisoan.pdf

20 同素案より。

21 公共サービス基本法は，第６条（公共サービス

の実施に従事する者の責務）で「公共サービスの

実施に従事する者は，国民の立場に立ち，責任を

自覚し，誇りを持って誠実に職務を遂行する責務

を有する」ことを，第11条（公共サービスの実

施に従事する者の労働環境の整備）で「国及び地

方公共団体は，安全かつ良質な公共サービスが適

正かつ確実に実施されるようにするため，公共

サービスの実施に従事する者の適正な労働条件の

確保その他の労働環境の整備に関し必要な施策を

講ずるよう努めるものとする」と定めているが，

その具体化は関係者の取組みいかんによるといえ

よう。

22 地方自治法 第１条の２「地方公共団体は，住

民の福祉の増進を図ることを基本として，地域に

おける行政を自主的かつ総合的に実施する役割を

広く担うものとする」と規定されている。（官製

ワーキングプアが発生するような）「状況をただ

見過ごすことなく先導的にこの問題に取り組んで

いくことで，地方公共団体の締結する契約が豊か

で安心して暮らすことのできる地域社会の実現に

寄与することができるよう貢献」（野田市・公契

約条例前文）することが，求められている。

23 この点については，「背景資本の責任追及」と

いう，労働組合による豊富な実践等が参考になる

だろう。なお，政策入札においては，受託者の労

使関係の適正化も評価対象として重視されるべき

ではないか。

24 今回の調査研究で学んだ一例をあげると，「函

館地区清掃共闘会議」では，委託事業者の労働

者・労働組合と自治体労働組合が一体となって，

委託による労働条件の悪化を防ぎ，労働組合が掲

げる「同一価値労働・同一賃金」原則を追求して

きた。同会議は「直営・委託間の「コスト比較

論」打破，安上がり行政による廃棄物の不適切処

理や市民サービスの低下〔を〕防ぎ，委託労働者
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とかく公契約条例の制定に関心が集まるな

かでも，当該業務に従事する労働者を組織し，

集団的労使交渉を通じた労働条件の改善（労

働協約の締結）を追求することは，労働組合

の最重要課題であると思われる。
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の犠牲〔を〕排除し，清掃行政・市民サービスの

充実をはかり，自治体の清掃労働者と委託先労働

者の権利，使命，責任の自覚に基づいた具体的な

方針を提起，実践することにより，「真の清掃行

政確立」をめざし結成」（資料より）されたもの

であり，具体的には，委託料の適正化・引き上げ

を中心に，官民の労働組合が共同で（官の労働組

合による強力な支援で），委託先労働者の労働条

件の改善を図ってきた（2011年10月28日，自

治労北海道での聞き取り）。
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資料１ 指定管理者アンケート自由記述一覧

①指定管理者導入前後での雇用・労働条

件の変化の内容，②職員から聞かれる雇

用や労働条件面での不安・不満，③委託

費が不十分だと感じる理由，④施設の選

定が公募制であることへの疑問や不満，

⑤施設の選定基準が不適切だと感じる理

由，⑥制度に関する悩みや要望，または

自治体に対する意見や要望など
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資料２ 指定管理者アンケート集計一覧表
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資料４ 民間委託・清掃事業に関するデータ

のみを表下に掲載した。2000年時点では，直営と委

託の収集量割合は，約７対３だったのが，2009年に

は逆転し，約４対６となっている 。

札幌市では2009年７月から「燃やせるごみ」「燃や

せないごみ」が有料化され，「雑がみ」「枝・葉・草」

の分別収集などの新ごみルールが導入された。その結

果，前年度の同期間と比べて，廃棄ごみ全体で４割減

というごみ量の大幅な減少が達成されたという。今後

も追及すべきごみ量の減少というそれ自体は望ましい

状況を，清掃労働者の雇用・労働の悪化につなげない

ような施策が必要である。

表３は，ごみの種類別に委託費の推移をまとめたも

のである。2002年以降30億円前後で推移してきた委

託費は，新ごみルールの導入にともない約38億円に

民間委託・清掃事業における雇用・労働は，川村

（2011）にすでにまとめているが，その後，札幌市か

ら提供されたデータ（表３，４，５）等を本資料に掲

載する。

あわせて，労働者アンケートの自由記述（資料５）

と集計一覧表（資料６）を添付する。

なお，労働者アンケートは，札幌地域労組及び清掃

友の会ルートで調査票700部を配布し，169部の有効

回答を得た。調査票の配布・回収は８月に実施した。

アンケートの前に10数人の清掃労働者から聞き取り

調査を行っている。

廃棄物（表１）のうち，札幌市における家庭ごみの，

ごみ種別に収集量の推移をまとめたのが表２である。

委託部分が対象だが，直営の収集量についても合計量

表２ ごみの種類別にみた収集量の推移（委託部分のみ) 単位：万トン

年度 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

燃やせるごみ 9.28 10.75 14.20 16.46 16.02 16.13 15.85 15.77 15.47 11.97

燃やせないごみ 2.47 2.42 2.69 3.00 2.91 2.94 2.81 2.79 2.74 2.88

びん・缶・ペット 0.87 1.00 1.00 0.97 0.99 0.98 0.97 0.95 0.94 2.42

プラスチック 0.91 1.07 1.35 1.47 1.66 1.76 1.83 1.85 2.03 2.76

雑がみ 2.62

枝・葉・草 1.24

大型 1.16 0.83 0.89 0.94 0.93 1.01 1.03 1.03 1.05 1.05

地域清掃ごみ 0.12 0.08 0.03 0.03 0.02 0.02 0.02 0.02 0.01 0.01

管路 0.10 0.08 0.08 0.08 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07 0.06

合計 14.90 16.24 20.24 22.97 22.60 22.91 22.58 22.48 22.30 25.00

（参考：直営） 32.60 31.72 28.58 26.37 26.37 26.33 25.93 25.32 24.40 19.01

出所：表１に同じ。

注１：家庭生活にともなうもの。
注２：事業活動で生じたもので産業廃棄物以外のもの
注３：産業廃棄物の種類については省略。

出所：札幌市資料より。

表１ 廃棄物の種類

1 同じ収集量であっても，ステーションの数やス

テーション１件当たりのごみ量など，収集の容易

さ／困難さは，直営と委託とでは異なるようであ

る。
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まで大きく増加した。但し，2010年値では再び約30

億円にまで低下している。

表４は，業者別にみた委託費で，表５は，過去４年

分に限ってだが，札幌市から提供された車種別にみた

委託単価の推移である 。過去４年間だけでも，委託

単価は年々低下している。なお，とりわけ人件費部分

など積算の根拠を知りたいところであるが，非公開と

のことである。

2 川村（2011）では，委託単価の推移については，

委託費とごみ量で代替して試算していた。

表３ ごみの種類別にみた委託費の推移（家庭ごみ) 単位：億円

年度 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

燃やせるごみ 12.13 14.58 15.33 15.90 15.23 14.24 14.54 14.92 12.81

燃やせないごみ 3.21 3.53 3.82 3.80 3.82 3.75 3.82 3.82 3.54

びん・缶・ペットボトル 2.89 2.75 2.63 2.66 2.68 2.56 2.56 2.55 6.50

容器包装プラスチック 4.67 4.91 5.13 5.25 5.33 5.21 5.33 5.29 7.20

雑がみ 3.65

枝・葉・草 1.10

大型ごみ 3.52 3.40 3.52 3.36 3.37 3.39 3.53 3.34 3.38

地域清掃 0.22 0.15 0.13 0.06 0.07 0.05 0.05 0.03 0.03

合計 26.65 29.32 30.56 31.03 30.51 29.20 29.83 29.95 38.23

出所：札幌市から提供されたプリントアウトデータから作成。

表４ 業者別にみた委託費（2010年度)
単位：億円

Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社

9.2695 5.5497 4.6808 1.6663

Ｅ社 Ｆ社 Ｇ社 Ｈ社

2.2776 1.7533 3.0726 1.5727

出所：表３に同じ

表５ 車種別にみた単価の推移

実数（単価：円) 指数（07年度＝100)

2007年度 2008 2009 2010 2008 2009 2010

パッカー ３人乗車 77,847 77,175 76,965 74,970 99.1 98.9 96.3

２人乗車 59,313 58,875 58,776 57,089 99.3 99.1 96.2

プレス ３人乗車 80,105 79,388 79,225 77,230 99.1 98.9 96.4

２人乗車 61,572 61,089 61,035 59,348 99.2 99.1 96.4

その他 ３人乗車 76,695 76,046 75,812 73,817 99.2 98.8 96.2

２人乗車 58,162 57,747 57,622 55,936 99.3 99.1 96.2

出所：表３に同じ。

図１ 勤続年数別にみた基本給（最高金額，最低金額)
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図１は，地域労組Ａ支部の組合員72名の基本給を，

勤続年数別に並べたものである。それぞれの勤続年数

における「最高金額」と「最低金額」がプロットされ

ている。不明あるいは該当者がいない箇所（勤続年

数）もある。

同図のとおり，「最高金額」で基本給が20万円を超

えたのは，ようやく勤続年数27年目にしてのことで

ある。
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資料５ 清掃労働者アンケート自由記述
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資料６ 清掃労働者アンケート集計一覧表
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